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１．成層圏プラットフォーム構想

成層圏プラットフォームとは

成層圏プラットフォームの特徴

気象条件が比較的安定している高度２０
ｋｍ程度の成層圏に通信機材、観測セン
サなどを搭載した飛行体を滞空させ、通
信・放送および地球観測等に利用。ペイ
ロードの関係で飛行船が有利と見込まれ
る。（右は飛行船による成層圏プラット
フォームのイメージ図）

○衛星に比べ電波の減衰と遅延が少

○衛星に比べカバーエリアは狭いが通信容量は大

○特定地域の集中的かつ連続的観測が可能

○高分解能、高精度データの取得が可能
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２．推進方策

成層圏プラットフォーム開発協議会

飛行船部会 通信・放送部会 地球観測部会

研究開発評価部会

○推進体制

文部科学省（科学技術庁）と総務省（郵政省）が主体となり、平成１０年度より共同で研究開発を推進。

１．産学官の連携（平成１０年３月）

成層圏プラットフォームの早期実現に向け、研究開発方針を検討し、プロジェクトの推進を図るた

め、産学官で構成される「成層圏プラットフォーム開発協議会」を設置。

飛行船システム（追跡管制システムを含む）と通信・放送、地球観測の各ミッションについては、

部会において専門的な議論を実施。

２



３．ミレニアムプロジェクトに選定（平成１１年１２月）

成層圏滞空飛行試験、定点滞空飛行試験及び成層圏における観測試験が内閣府の推進するミ

レニアムプロジェクト（*）に採用。

平成１２年度から１５年度までの間、毎年開催される内閣府の評価・助言会議において、プロジェ

クトの進捗状況の評価を実施。

*新千年紀を迎えるにあたり、人類の直面する課題に応え、新しい産業を生み出す大胆な技術革新に取り組むプロジェクト。今後
の我が国経済社会にとって重要性、緊要性の高い情報化、高齢化、環境対応の３分野に関して、テーマを選定。本件は、「環境
対応」で採用となった。

３

２．研究開発計画の策定（平成１１年９月）

航空宇宙、通信・放送、地球観測及び社会科学の各分野の学識経験者、有識者等で構成される

研究開発評価部会において事前評価を実施し、その評価結果を参考として、「成層圏プラット

フォーム研究開発計画」を策定。



宇宙航空研究開発機構

（宇宙開発事業団）

情報通信研究機構

（通信・放送機構、通信総合研究所）

通信・放送ミッション

情報通信研究機構

（通信・放送機構）

追跡管制システム総務省

（郵政省）

海洋研究開発機構

（海洋科学技術センター）

地球観測ミッション

宇宙航空研究開発機構

（航空宇宙技術研究所）

飛行船全体システム文部科学省

（科学技術庁）

担当機関研究開発分野

○担当分野

飛行船、追跡管制、通信・放送、地球観測の各分野について、文部科学省と総務省の研
究開発機関がそれぞれ研究開発を分担し、連携を図りながら、飛行試験等を実施。
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３．研究開発の目的

「成層圏プラットフォーム研究開発計画」（平成１１年９月 科学
技術庁・郵政省）において、以下のとおり目的を設定。

本研究開発は、成層圏プラットフォームの中核システムとなる
飛行船システムの構築、同システムを利用した通信・放送ミッ
ション及び地球観測ミッションを達成し、可能な限り早期に、
成層圏プラットフォームの実用化の目処を立てることにより、
航空宇宙技術、情報通信技術、地球観測技術等の向上に寄
与することを目的とする。
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４．研究開発の目標と経緯

本研究開発において技術開発課題を解決することによって実現される成層圏プ
ラットフォームが、実用化に必要な性能目標を達成可能かどうかを確認するため、
平成１５年度より、全体システムの技術実証を行うための飛行実証試験を実施する。

○平成１１年９月、成層圏プラットフォーム研究開発計画【参考１】

６

目標追加・変更

《研究開発の目標》

上記の目標を実現するための各事業に対応した実現目標

・平成１３年度までに飛行船を成層圏に到達可能とする技術を開発。
・平成１４年度までに、飛行船の定点滞空を可能とし、その追跡管制を行う技術
を開発、確立。
・平成１５年度までに成層圏高度に到達し、温室効果気体の直接観測を開始。
・平成１５年度までに、定点滞空する飛行実験を開始。

平成１５年度までに、二酸化炭素等の温室効果気体の直接観測を可能とする
成層圏滞空飛行船（成層圏プラットフォーム）による観測を実施する。

○平成１１年１２月、ミレニアムプロジェクト（新しい千年紀プロジェクト）【参考２】



７

飛行船システムについて、当面、ミレニアムプロジェクトの達成目標を実現できる
よう集中的な開発を進め、技術実証機について、平成１５年度に基本設計を開始し、
平成１７年度に実証試験を開始することとされた。

○平成１２年４月、第４回成層圏プラットフォーム開発協議会【参考３】

○平成１５年７月、第７回成層圏プラットフォーム開発協議会【参考５】

技術実証機検討チーム報告
技術実証機の開発には莫大な費用がかかることなどから、まずは、１６年度の定点滞空飛行試験
終了後、ミレニアム・プロジェクトの成果を取りまとめて事後評価を行う。

○平成１４年５月、第６回成層圏プラットフォーム開発協議会【参考４】

電源系に関する技術動向の変化を受け、開発方針を見直し、今後１年間かけて、技術実証機の
在り方について検討を進めることを決定。
成層圏プラットフォーム開発協議会の下に技術実証機検討チームを設置し、平成１４年１２月～
１５年４月にかけて技術実証機のあり方に関する検討を実施。

○平成１６年３月、電源系研究会における検討【参考６】

低温・低気圧での長期間運用や厳しい重量制限等、システムが成立するためには、太陽電池、再
使用型燃料電池それぞれの性能向上や、それを組み合わせた装置が安定作動することなど、数々
の課題の解決を図ることが必要。

目標変更



○平成１６年８月、第８回成層圏プラットフォーム開発協議会

１．平成１６年度に完了する定点滞空飛行試験後、透明性の高い第三者機関におい

て、これまでのプロジェクトの成果や問題点等をとりまとめ、事後評価を行う。

２．評価の結果を踏まえて、次のステップに進めるか否かについて判断し、次のステッ

プへ移行する方向となった場合には、開発の進め方、資金計画、官民の役割分担

等について事前評価を行う。

３．事前評価の結果、技術実証機の開発を推進すべきと判断された場合、早ければ

平成１９年度からを目途に新たな措置を講ずる。

４．平成１７年度から当分の間、文部科学省は、電源系に関する要素技術等に係る研

究開発を引き続き実施する。また、総務省は、通信・放送分野に関する研究開発

を引き続き実施する。

８

今後の進め方



平成１６年度

追跡管制システム

飛行船システム

総額平成１５年度平成１４年度平成１３年度平成１２年度平成１１年度平成１０年度年度

成立性検討 システム最適化検討

飛行試験機の設計・製作・要素技術試験 飛行試験

飛行試験機の設計・製作・要素技術試験 飛行試験

要素技術（電源システム等）の開発

成層圏滞空飛行試験

定点滞空飛行試験

要素技術開発

費用実績（百万円）

システム研究

５．実際の研究開発の流れ

《飛行船関係》

１４１ ３５０ １２１ ３９５ ２６８ ２３ １８８ １，４８６

２４６ ３４０ ５０５ １６１

２９９ ４６８ ７６８ １，８２８ ８１５

費用実績（百万円）

費用実績（百万円）

費用実績（百万円）

費用実績（百万円）

（その他を含む合計）

９

１６９ ４２１ ９０９ １，４６０ １，９２６ ２，５１８ １，２２８ ８，６３１

１，２５２

４，１７８

追跡管制システム
(ITACS)

風観測・予測システム
(MEWS)

詳細設計基本設計概念設計

システム
実証試験

設計・製作・試験・総合調整

評価・改良基本モデル試作 観測設備整備/局地最適化・総合調整

詳細プログラム製作・総合調整基本プログラム試作・評価・改良

飛行試験
・評価

追跡管制設備
(TTRAC)

飛行・運用シミュレータ
(FLOPS)

１８３ ６３９ ６５４ １，５５０ ９１９ １，１５０ ３４７ ５，４４２



平成１６年度

費用実績（総計）

地球観測ミッション

通信・放送ミッション

総額平成１５年度平成１４年
度

平成１３年度平成１２年度平成１１年度平成１０年
度

年度

１０

システム概念 実験システム検討
実験システム
搭載機器

実験システム
地上機器

実験システム
事前飛行試験

定点滞空
試験準備

定点滞空
飛行試験

費用実績（百万円） ２２２ ５１８ ４５６ ９５７ ２０２ ２８１ １７２ ２，８０８

《ミッション関係》

大気観測
システム関係

地球観測センサ
システム関係

費用実績（百万円）

費用実績（百万円）

３９３７４１ ５３ ４２

観測ミッション検討
定点滞空
飛行試験

システムの予備調査・検討

センサ検討、試作

費用実績（百万円）

（合計） ４６ ６１ ７５ ８１ ６３ ７５ ４２ ４４３

概念設計

詳細設計

プロトタイプ

製作

実機製作
環境試験
航空機試験
飛行船結合試験

成層圏滞空
飛行試験

センサ系・バス系の設計・

製作・性能試験

３４ ４４ ２４ ２２ １２４

６２０ １，６３９ ２，０９４ ４，０４８ ３，１１０ ４，０２４ １，７８９ １７，３２４

２１２



６．飛行試験の概要及び結果

○成層圏プラットフォーム実現に向けての課題
低温低圧で浮力が小さく、紫外線が強い過酷な環境で長期間滞空する技術の確立が必要
⇒ 材料・構造、飛行制御等について高度な技術開発と段階的な実証が必要

成層圏プラットフォーム技術の確立を目指す

○定点滞空飛行試験
動力付飛行船により繰り返し飛行試験（高度４ｋｍ）
を実施し、定点に留まるための制御技術等を確立

○成層圏滞空飛行試験
無動力の飛行船を成層圏高度（目標高度１５ｋｍ）
に到達させ、材料・構造基盤技術を確立

成層圏滞空試験

平成１６年度平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

試験機製作・組立、地上試験

▼成層圏飛行

定点滞空試験
試験機製作・組立、地上試験 飛行試験

設計・検討

設計・検討 ▼飛行試験開始

１１



日立港にて放船される試験機

強化繊維でできた飛行船を成層圏高度（約１６．４ｋｍ）
まで到達。 －世界初ー

成層圏高度における飛行船に関するデータを取得し
た後、所定の海域に着水。

平成１５年８月４日未明、茨城県日立実験場から
打ち上げられた全長約４７ｍの飛行船は、成層圏
高度まで到達。飛行船に関するデータを取得した。

成層圏滞空飛行試験成層圏滞空飛行試験

海

空

成層圏滞空中に搭載
カメラで撮影

飛行実験場（北海道大樹町）

１２１１１０９８７６５４月

低空試験低空試験

地上試験地上試験

高空・ミッション試験高空・ミッション試験

スケジュールスケジュール

定点滞空飛行試験定点滞空飛行試験

北海道大樹町の実験場において、平成１６年８月
～１１月にかけて、計８回飛行。

最終的に高度４ｋｍにおいて定点滞空を行い、飛行制
御・追跡管制技術を確立。

地球観測及び通信放送に係るミッション試験も成功。

しかしながら、同時に予定していた大気観測について
は、データを取得できず。原因究明を行い提言を得た。 １２



【参考１】 成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）の研究開発スケジュール

研究開発評価

技術実証

利用分野の検討

搭載機器及び地上システムの
検討

全体観測システムの研究開発地球観測ミッション

技術実証（ミリ波・準ミリ波帯
以下の周波数を使った試験）

ミッション運用試験（マイクロ波
帯以下の周波数を使った試
験）

アプリケーションの研究開発

無線アクセス制御方式の研究
開発

搭載機器の研究開発

全体通信システムの研究開発通信・放送ミッション

技術実証

追跡管制システムの研究開発追跡管制システム

システム運用技術の研究開発

要素技術の研究開発

全体システムの研究開発飛行船システム

平成１５年度平成１４年度平成１３年度平成１２年度平成１１年度平成１０年度研究開発項目研究開発分野

成立性検討 飛行船システムの最適設計

予備調査 材料・構造、空力・推進、電源・熱制御、飛行制御等に関する研究開発

計画・設計、システム運用 関連試験（注１）

姿勢・推進制御
データ取得

構造・熱特性
データ取得

飛行制御系
データ取得

予備調査 システム検討 管制システムの設計、製作及び試験運用 運用

計画・検討、設計及び製作 技術実証試験

概念検討

システム設計及びマルチビームアンテナ等の研究開発

無線アクセス制御方式の研究開発

設計、開発等

概念検討 搭載機器及び端局の設計及び製作

搭載機器及び端局の設計及び製作 技術実証試験

予備調査・検討

概念検討

検討

一般設計 設計・開発 維持設計

ミッション運用試験 技術実証試験

評価 評価 評価

ミッション運用試験

１３



備考16151413121110年度

研
究
開
発
計
画

システム

要素技術

システム運用技術

技術実証

16151413121110年度

飛
行
船
シ
ス

テ
ム
研
究

技術実証

システム技術研究

要素技術研究

成層圏滞空
飛行試験

定点滞空
飛行試験

ミ
レ
ニ
ア
ム
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

環
境
観
測
飛
行
試
験

・材料・構造設計技術の確認

・温室効果大気の採取

・制御系設計技術の確認

・追跡管制運用技術の確認
※ミレニアムプロジェクトと連携し、
地球観測、通信放送試験を実施。

成立性検討 システムの最適設計

予備調査

計画、検討、設計、製作

システム運用関連試験

設計データ
取得

構造・熱特性
データ取得

飛行制御系
データ取得

研究開発

計画・設計

技術実証

技術的成立性検討 システム最適化技術の研究

要素技術の研究

成層圏滞空試験機開発
飛行試験

要素技術開発

定点滞空試験機開発

要素技術開発

飛行試験

計画、検討 基本設計

変更

ミレニアムプロジェクトの
計画の具体化の結果、
サブスケール構造モデ
ルにより構造様式等の
確認を行うため、研究開
発計画の変更が必要。

【参考２】 ミレニアムプロジェクト（平成11年12月）後の飛行船システム研究開発スケジュールの変更

１４

《研究開発計画（平成１１年９月）》

《ミレニアムプロジェクト（平成１１年１２月）後》



ミレニアム・プロジェクトで明確にされた達成目標を期間内に実現できるよう集中的な開発を進めるため、技術開発計
画等の見直し等を行い、以下のとおり飛行試験機の仕様を設定し、合わせてミッション用の機器の開発等を行うことと
した。

8％
（RFC）430Wh/kg

装備技術開発
（FCP）270Wh/kg

－
－

電源技術
太陽電池
燃料電池

80％（成層圏）78％（対流圏）－プロペラ効率

0.025～0.030.03－抗力係数

（20m/s）15m/s－耐風能力

±1km±1km－定点滞空性能

200g/m2
100kgf/cm
未定

230g/m2
100kgf/cm

二重膜キール構造様式

120g/m2
20kgf/cm

一重膜隔膜様式

材料・構造技術
外皮膜材面密度
外皮膜材強度
構造様式

概念の技術実証
ミッション実験の実

施

制御系設計技術
追跡管制運用技術

※ミレニアムプロジェクトと連携し、
地球観測・通信放送試験の実施

材料・構造設計技術
温室効果大気の採取

技術の確認等

500kg以上250kg以上30kg以上ペイロード

約5800kg約300kg全備重量

20km4km以上15km以上上昇高度

（150m）67m40m全長

技術実証機定点滞空飛行試験機成層圏滞空飛行試験機

【参考３】 研究開発スケジュールの変更（平成１２年４月、第４回開発協議会）
○ミレニアム・プロジェクト期間における目標達成の優先

技術実証機について、平成１５年度に基本設計を開始し、平成１７年度に実証試験を開始することとされた。

○技術実証機のスケジュールの変更

１５



【参考４】技術実証機についての開発方針の見直し（平成１４年５月 第６回開発協議会）

（１）当該開発方針を見直し、今後１年間かけて、技術実証機の在り方について検討を進めることと
する。

（２）引き続き、ミレニアム・プロジェクトに関する２つの飛行試験（成層圏滞空飛行試験及び定点滞空
飛行試験）を期間内に実施することに重点を置く。

（３）成層圏滞空飛行試験及び定点滞空飛行試験を控え、当該研究開発などを更に効率的にかつ柔
軟に推進するため、平成１０年度から関係機関間で行われてきた「成層圏プラットフォーム技術連
絡会議」、「インターフェイス調整会議」を発展的に改組する。（成層圏プラットフォーム関係機関技
術連絡会）これによって、飛行船本体側と追跡管制側との連携強化をはじめ、各ミッションとの連
携を一層強化する。

１６

平成１０年度に実施したフィージビリティ・スタディのうち、電源（太陽電池、再生型燃料電池）に関
する当時の技術予測に対し技術動向が大きく変化したことから、平成１２年４月の成層圏プラット
フォーム開発協議会において承認された「要素技術の進展等を踏まえ、平成１５年度から技術実証
機の基本設計開始、平成１７年度から実証試験の開始を目標」とする開発方針を見直すことが必要
になった。

方針の見直し



これを受け、「技術実証機の開発には莫大な費用がかかることなどから、まずは、１６年
度の定点滞空飛行試験終了後、ミレニアム・プロジェクトの成果を取りまとめて事後評価を
行う」こととされた。

平成１５年４月にまとまった技術実証機検討チーム報告書について報告。

【参考５】技術実証機検討チーム検討結果の報告（平成１５年７月 第７回開発協議会）

１７

技術実証機検討チーム報告書（一部抜粋）
・ まずは、１６年度に完了する定点滞空飛行試験後、ミレニアム・プロジェクトの成果をとりまとめ、事後評価を行う

ことが必要である。

・ ミレニアム・プロジェクト終了後、技術実証機開発に着手する場合、

①成層圏プラットフォーム開発の最終目的は、民需による実用化であることを鑑みると、国の全額負担は適切で

ないこと

②これまでの検討から、技術実証機の開発総額は数百億円程度に達するが、昨今の厳しい国の財政事情から、

国の全額負担は困難であること

などを踏まえると、適切な役割分担に基づく官民共同開発体制の検討が必要である。

・ 技術実証機の開発着手に先立ち、透明性の高い第三者機関による事前評価が不可欠である。



これまで、成層圏プラットフォームの電源系の研究開発については、他の業界（主に燃料電池
自動車や住宅用ソーラーシステム）における基礎技術開発を十分活用できるとの前提。

○電源系研究会報告書

【参考６】電源系研究会における検討（平成１６年３月）

他の業界において進められている研究開発の成果を本分野に直接適用することは難しく、また
基盤的な技術だけでなく当該システム特有の技術課題についても研究開発が必要であることが
判明。

電源系技術について、太陽電池、再使用型燃料電池系に関する技術課題を主軸に調査・分析。

低温・低気圧での長期間運用や厳しい重量制限等、システムが成立するためには、太陽電池、
再使用型燃料電池それぞれの性能向上や、それを組み合わせた装置が安定作動することなど、
数々の課題の解決を図ることが必要。

１８



【参考７】研究開発の経緯（詳細）

・評価・助言会議を毎年実施・ミレニアムプロジェクトとして研究開発を実施（平成１５年度まで）

・第４回成層圏プラットフォーム開発協議会

飛行船システムにおける研究開発スケジュールを変更。

１２

・第３回成層圏プラットフォーム開発協議会

研究開発評価部会による事前評価結果の報告。

・事前評価の結果を受けて、科学技術庁と郵政省が成層圏プラットフォーム研究

開発計画策定

・ミレニアムプロジェクトに採用 （内閣府とりまとめ）

「2003年度までに、二酸化炭素等の温室効果気体の直接観測を可能とする
成層圏滞空飛行船（成層圏プラットフォーム）による観測を実施する。」

１１

・実施機関（航空宇宙技術研究所／通信・放送機構）の連携による研究開発開始

飛行船のフィージビリティスタディ、ミッションの概念検討を開始。

・第２回成層圏プラットフォーム開発協議会

研究開発評価部会の設置。

１０

・郵政省と科学技術庁が共同
プロジェクトについて協議

・成層圏無線中継システムの実用化に向けた調査研究会報告書

郵政省の研究会 （科学技術庁（航空宇宙技術研究所）からは研究会構成員

に１名が出席）

成層圏無線中継システムの実現可能性を確認。ペイロードの関係で飛行船が

有利とされる。

・成層圏プラットフォーム開発協議会発足

成層圏プラットフォームの早期実現に向けた方策を検討。

～９

備考内容年
度

１９



・ミレニアムプロジェクト最終評価報告書策定

・定点滞空飛行試験

高度４ｋｍで定点滞空。また、通信・放送及び地球観測ミッションにも成功。

・第８回成層圏プラットフォーム開発協議会

成層圏滞空飛行試験の結果について報告。平成１７年度に事後評価を行うこ
とを決定。

・第９回成層圏プラットフォーム開発協議会

定点滞空飛行試験の結果について報告。

１６

・外部有識者を交え、原
因調査を実施。開発体制
についての提言を受ける。

・第７回成層圏プラットフォーム開発協議会

技術実証機検討チームによる検討結果の報告。

１６年度の定点滞空飛行試験終了後事後評価を行うとする報告書をとりまとめ

・成層圏滞空飛行試験

高度１６．４ｋｍまで到達。ただし、同時に実施予定の大気採取については

データを取得できず。

・電源系研究会

成層圏プラットフォームの運用に不可欠な電源系についての問題点等を整理。

１５

・第６回成層圏プラットフォーム開発協議会

技術実証機について、その開発の在り方を今後１年間で検討することを決定。

・技術実証機のあり方等について、開発協議会の下、技術実証機検討チームに

よる検討を開始

１４

・第５回成層圏プラットフォーム開発協議会

技術実証機について、平成１７年度からの実証実験開始を目標に仕様・運用

概念について検討。

１３

２０


